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研究成果の概要（和文）：資源循環・低炭素社会を構築するための木材の利活用方法を提案する

ことを目的とした。はじめに固定期間を考慮した炭素固定評価手法を提案した。次に、建築で

利用される木材のマテリアルフロー・炭素フローを構築するとともに、環境影響評価を行って

現状分析を行った。更に、提案手法による炭素固定効果の試算を行った。加えて木材ライフサ

イクルの各プロセスを対象に実態調査を行い、課題整理を行った。これらの成果をもとに、木

材の利用方法の提案を行った。 
研究成果の概要（英文）：This study was aimed to propose practical and effective utilization 
of woody materials for resources-recycling and carbon society. First, a method with which 
carbon-related impacts from the subject materials were evaluated with consideration given 
to carbon-fixation periods of years  was developed. Subsequently, the present 
environmental loads from these materials were analyzed along the flowcharted life-cycle 
paths developed by the material and the carbon content. Third, actual issues were 
surveyed on the spot of each life-cycle stage. Based on these study activities and the results 
gained from them, future utilization of woody materials was discussed. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) はじめに 

 課題申請時点の内閣の施政方針演説でも

大きく採りあげられていたように、森林資源

の活用が大きな注目を集めている。その理由

は、大別すると二つある。 

(ア) カーボンニュートラルな資源であるこ

とや、炭素の固定効果も評価されるようにな

ってきており、低炭素社会に大きく貢献し得

る材であること 

(イ) 国内で植林されてきたスギやヒノキな

どの木材が大量に成木となっており、国産材

需要の 3 倍程度（約 5000 万 m3）の供給可能

量があること 

(2) 急速に動く社会情勢 

本件は、近年急速に議論が進んできている。

その中でも、主要な内容に以下の 2点がある。 

(ア) カーボンニュートラルの考え方、また

炭素の固定の考え方は、現状で様々な評価手

法が提案されてきている。近い将来、気候変

動に関する国際連合枠組条約（COP）の締約

国会議でも話題になることが予想されてい

る。 

(イ) 木材利用では、公共建築物等における

木材の利用の促進に関する法律など、木材を

積極的に利用することを促す法令が出てき

ている。 
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(3) 問題意識 

 こうした動きがあるにもかかわらず、国内

の木質バイオマスの活用による資源や炭素

の削減効果などは定量的評価が殆どなされ

ていない。しかし本来は定量的な評価をもと

に利活用の方針を計画すべきと考える。 

炭素固定等の評価手法には、建築物として

利用した時点でその木材の炭素含有量を固

定したとみなす考え方などがある。しかしこ

れでは、やみくもに伐採され、建築物などへ

利用されてしまう可能性がある。木材は循環

利用可能な資源といわれる。少なくとも伐採

した山林が、植林されて成長するまで（原状

回復するまで）に廃棄してしまったものは循

環とは言えず、単に森林資源を食いつぶして

いるだけである。木質バイオマス資源を利用

して低環境負荷に貢献するためには、その成

長速度を踏まえた評価手法を構築する必要

がある。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、建築分野を中心とし、資源循

環・低炭素社会を構築するための木質バイオ

マス資源の利活用方法を提案することを目

的とする。具体的に、以下の点に主眼を置い

た研究を行う。 
 
(a) 炭素固定に関する評価手法の提案 
(b) 木質バイオマスのマテリアルフロー・炭

素フローの構築 
(c) 効率的な資源循環・炭素固定（低炭素化）

を実現するための木材利活用方法の提案 
(d) 現状の森林資源量から見た建築における

利用可能性 
 
３．研究の方法 
(1) 炭素固定に関する評価手法の提案 

 本研究では、建物の設計プロセスに主眼を

置き、特に建物を設計する立場からより多く、

長期間固定するための評価手法を検討した。 

 

(2) マテリアルフロー・炭素フローの構築 

 2000、2005、2010 年における建築を中心と

した木材のマテリアルフローの構築を行っ

た。特に建築での利用用途ごとにまで落とし

込んで構築されたフローはなかった。そのた

め、木材需給報告書、建設部門分析用産業連

関表、建設副産物実態調査などの統計資料や、

研究代表者のこれまでの研究成果を活用し

てマテリアルフローを構築した。更に、これ

らの情報をもとに炭素量についても分析し

た。 

 

(3) 効率的な資源循環・炭素固定（低炭素

化）を実現するための木材利活用方法の提案 

 木材の利活用を考えるうえでは、木材ライ

フサイクルの各プロセスで発生する環境負

荷を削減しつつ、炭素の固定量も増やすこと

が重要となる。そこで、構築したフローをも

とに、木材ライフサイクルにおける各プロセ

スで発生する環境負荷について、インベント

リデータベース IDEA を用いての CO2 排出量

評価、および LIME2 によるインパクト評価を

行った。 

 環境影響評価の分析結果を踏まえつつ、育

林・伐採、木材加工（製材、合板など）、木

くず処理など木材ライフサイクルにおける

各プロセスの実態調査を行った。研究代表者

が過去に実施した調査結果も含め、20 以上の

施設を対象として、各施設のフローおよび課

題を捉えた。また、データを得られた施設は

CO2 排出量の分析も行った。 

 次に、(1)で提案した炭素固定評価手法に

基づいて、ある年に建築へ投入された木材の

利用方法を想定し、その固定量を試算した。

更に、木材の利活用方法ごとのケーススタデ

ィを実施し、固定効果増大の可能性について

検討した。 

 

(4) 現状の森林資源量から見た建築におけ

る利用可能性 

現状における我が国の山側の供給可能量

と、建築における現状の木材使用量との関係

について試算した。 

 

４．研究成果 

(1) 炭素固定に関する評価手法の提案 

 図 1に構築した炭素固定効果の評価概念図

を示す。本図は、木が植林されてから、建材

等として利用され、処理に至るまでの、ライ

フサイクルを通した炭素含有量の推移を示

したものである。現在提案されている評価手

法では、建材等として利用した時点での固定

量を評価するものであり、長期にわたって固

定しても定量的に評価される手法がない。そ

こで、木の成長年数や建築での固定期間を評

価できる手法を構築した。“山側の固定量”

は植林から伐採までの各年の炭素含有量の

積算値で、“建築側の固定量”は建物が建て

られてから解体されるまでの積算値、及び再

資源化されてから廃棄されるまでの積算値

で評価した。 

図1 炭素の固定に関する評価概念
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(2) マテリアルフロー・炭素フローの構築 

2000、2005、2010 年の建築に関わる木材の

マテリアルフローを構築し、年次変化分析を

行った(図 2)。複数の統計資料を基にデータ

を整備したため、異なった出所間の数値に極

端に大きな違いはないが、完全に一致してい

ない部分がある。なお、炭素フローはマテリ

アルフローをもとに炭素含有量を算出した

ものなので、ここではマテリアルフローのみ

の結果を示す。 

図 3に利用・処理量推移を示す。1995 年頃

を境に素材供給量は減少傾向にあり、利用量

でも 2000 年から 2010 年の 10 年間で約 7 割

に減少していた。内訳はほぼ変わらないまま

推移しており、製材の利用量が約 8 割を占め

ていた。処理量は再資源化が急激に増加し、

2000 年から約 2 倍に増加した。 

 

(3) 効率的な資源循環・炭素固定（低炭素

化）を実現するための木材利活用方法の提案 

①木材ライフサイクルの環境影響分析 

インベントリデータベース IDEA を用いて

CO2 及び、CO2 以外まで含めた全環境影響物

質の評価を行った。全環境影響は、日本版被

害算定型環境影響評価手法(LIME2)を用いて

評価した。評価範囲は木材の製造、処理によ

る負荷、マテリアルリサイクル(以下、MR)、

サーマルリサイクル(以下、TR)による代替効

果とした。 

 図 4に CO2 排出量推計結果を示す。利用量

では製材が大きな割合を占めていたが、CO2

排出量では製材、合板、建設用木製品が、そ

れぞれ放出量の 2～3割を占めており、これ

らの負荷削減が効果的であるとわかる。 

 図 5に環境影響評価結果を示す。製品別の

内訳は CO2排出量の結果とほぼ同様であった。

影響別の内訳では CO2が各製品で大きな割合

を占めていた。次いで原油や天然ガスの消費、

SO2 や SOx の放出による影響が大きかった。

これらは、ほとんどが化石燃料の燃焼によっ

て発生するものであり、化石資源の消費抑制

が負荷削減に効果的であると指摘できる。 

 

②資源循環に関する実態調査 

 国内各地の施設を対象として、各プロセス
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→合板→合板→合板→合板842→→→→795→→→→575万㎥万㎥万㎥万㎥
→チップ→チップ→チップ→チップ3698→→→→3291→→→→2754万㎥万㎥万㎥万㎥

・素材・素材・素材・素材(丸太丸太丸太丸太)生産量生産量生産量生産量<需需需需>
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→国内→国内→国内→国内1799→→→→1703→→→→1796万㎥万㎥万㎥万㎥
→海外→海外→海外→海外1802→→→→1212→→→→604万㎥万㎥万㎥万㎥
用途別内訳用途別内訳用途別内訳用途別内訳

→製材用→製材用→製材用→製材用2502→→→→1956→→→→1515万㎥万㎥万㎥万㎥
→合板用→合板用→合板用→合板用538→→→→460→→→→379万㎥万㎥万㎥万㎥
→チップ用→チップ用→チップ用→チップ用473→→→→392→→→→319万㎥万㎥万㎥万㎥
樹種別内訳樹種別内訳樹種別内訳樹種別内訳<統統統統>
→国産材→国産材→国産材→国産材

→すぎ→すぎ→すぎ→すぎ778→→→→777→→→→905万㎥万㎥万㎥万㎥
→ひのき→ひのき→ひのき→ひのき231→→→→201→→→→203万㎥万㎥万㎥万㎥
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→広葉樹→広葉樹→広葉樹→広葉樹347→→→→247→→→→240万㎥万㎥万㎥万㎥
→南洋材→南洋材→南洋材→南洋材309→→→→138→→→→53万㎥万㎥万㎥万㎥
→米材→米材→米材→米材811→→→→533→→→→401万㎥万㎥万㎥万㎥
→北洋材→北洋材→北洋材→北洋材573→→→→484→→→→98万㎥万㎥万㎥万㎥
→→→→NZ材材材材187→→→→97→→→→86万㎥万㎥万㎥万㎥

・建築での利用・建築での利用・建築での利用・建築での利用<AIJ>
合計合計合計合計 推推推推1626.0→→→→1486.9→→→→1143.4万トン万トン万トン万トン

→製材→製材→製材→製材 推推推推1280.0→→→→1172.3→→→→917.8万トン万トン万トン万トン

→合板→合板→合板→合板 推推推推175.7→→→→178.9→→→→125.9万トン万トン万トン万トン

→他→他→他→他 推推推推170.3→→→→135.7→→→→99.6万トン万トン万トン万トン
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・建築木・建築木・建築木・建築木くずくずくずくずMR（紙）（紙）（紙）（紙）<小小小小>
19→→→→36→→→→36万トン（新解合計）万トン（新解合計）万トン（新解合計）万トン（新解合計）

・建築木・建築木・建築木・建築木くずくずくずくずMR（（（（PB））））<小小小小>
18→→→→34→→→→34万トン（新解合計）万トン（新解合計）万トン（新解合計）万トン（新解合計）

・建築木・建築木・建築木・建築木くずくずくずくずTR<小小小小>
52→→→→97→→→→98万トン（新解合計）万トン（新解合計）万トン（新解合計）万トン（新解合計）

＊データの主な出所＊＊データの主な出所＊＊データの主な出所＊＊データの主な出所＊ <需>木材需給表、農林水産省、 <統>木材統計、農林水産省、
<AIJ>建物のLCA指針、AIJ、<副>建設副産物実態調査、国土交通省、 <小>小林ら、建築
廃棄物処理の現状分析と環境負荷削減の可能性、AIJ環境系論文集、pp.97-104、2009.1

2000年→青字、2005年→黒字、2010年→赤字
注記： 本図は複数の資料をもとにデータを整備している。異なった出所間の

数値に極端に大きな違いはないが、完全に一致していない部分がある。

建設発生木材及びMR、TR量の2010年値は2008年建設副産物実態調査に基
づく。 図中「MR」はマテリアルリサイクル、「TR」はサーマルリサイクルの意。

図2 建築に関わる木材のマテリアルフロー (2000年→青字、2005年→黒字、2010年→赤字)

図4 CO2排出量・代替効果
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における負荷削減技術及び課題を調査した。

表 1には研究代表者がこれまでに実施した調

査結果をプロセスにおける課題、環境負荷削

減技術の 2 つの視点で再整理した内容、表 2

には、本研究で新たに調査した結果を示す。 

・育林・伐採 

 負荷削減技術として、葉枯らし乾燥による

乾燥プロセスの省エネルギー化、また、林地

残材(枝葉や間伐材等)の活用による省資源

化が挙げられた。一方で、葉枯らし乾燥は時

間を要すること、林地残材の活用はコスト面

で採算が合わないことが課題であった。さら

には、植林が継続的に行われておらず、安定

的な供給が出来なくなる恐れや、間伐が適正

に行われておらず、利用価値が低い曲がり材

が増加しているという課題も挙げられた。 

・製材製造 

 負荷削減技術として、木くずの燃料利用が

挙げられた。木材の機械乾燥の際、木くずボ

イラーを利用し、重油消費を削減していた。

一方、木くずボイラーは有人稼働が条件であ

り、昼間は木くずボイラーを利用し、夜間は

重油炊きボイラーを利用する施設もあった。 

・合板製造 

 負荷削減技術として、木くずボイラーの利

用が挙げられた。C 合板工場では、工場内で

発生した木くずのみで乾燥に要するエネル

ギーを全て賄えているとのことだった。また、

省資源の観点から歩留まりの向上が考えら

れるが、技術的には歩留まりを 100%にするこ

とは可能だが、敢えて低く留め、出てきた芯

材を MR・TR 用チップや土木用材として有効

活用しているとのことだった。 

・再資源化処理 

 異物の混入程度により処理方法が限定さ

れ、除去するにも負荷を押し上げてしまうた

め、高品位な木くずの回収が負荷削減技術と

して挙げられた。一方で、受入条件を厳しく

すると MR 可能な木くずが焼却施設へ搬送さ

れてしまうとのことだった。その他課題とし

て、行きはトラックに製品を積んでいるが、

帰りは空のことが多いとのことで、輸送負荷

の削減余地があることもわかった。 

 

③環境負荷分析 

B 製材工場及び D 処理施設に関しては CO2

排出量を推計し、負荷削減技術実施時におけ

る効果を定量的に評価した。 

 図 6に B製材工場の CO2 排出量推計結果を

示す。人工乾燥材は木くずボイラーを利用す

ることで、約 70%負荷を削減していた（カー

ボンニュートラルを考慮した場合）。また、

天然乾燥材は人工乾燥材に比べ約 13%負荷が

小さかった。内訳では乾燥負荷が最も大きか

った。 

 図 7に D処理工場の CO2 排出量推計結果を

示す。D 処理工場では乾燥に木くずボイラー
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図6 B製材工場のCO2排出量分析

表1 木材関連施設への実態調査(過去の調査の再整理)

プロセス

プロセス内

の課題

・林道の設置（林道を整備すること自体に多額な費用）

・丸太として不適な材はバイオマス利用できるが山から下ろすの

にコストがかかるため難しい

・伐採現場まで大型車を搬入できない

環境負荷削

減技術

・葉枯らし乾燥による乾燥プロセスの省エネルギー化（3ヶ月の乾

燥で4割重量が減少、含水率200％超を70～120％に）

・林地残材を山から下ろせば15％は合板、15％はチップ（製紙

用）、10％はペレットとして利用可、燃料としても活用可

プロセス内

の課題

・木くずボイラは人がついていないと稼働できないため、夜間は

無人でも可能な重油ボイラを使用

環境負荷削

減技術

・24時間バイオマス利用による乾燥（熱（蒸気）は他工場にも）、ま

た発電も実施し重油を大幅に削減

・小径木は土木用材に、バークは堆肥に、チップはボード・製紙・

燃料等として有効活用

プロセス内

の課題

・単板の製造工程（かつらむきの工程）で芯材が残る

環境負荷削

減技術

・芯材を使い切る技術開発が開発されてきており、合板の歩留ま

りの向上が期待できる

・自社で発生した木くずをMR原料やバイオマス燃料として利用

木くず→

チップ→

パーティクル

ボード

プロセス内

の課題

・異物混入除去には多大な労力、処理機器の破損や再生品の品

質低下も

・木くずの燃料利用への注目でサーマルリサイクル(TR)量増加、

マテリアルリサイクル(MR)量低下の可能性

・機械で選別しきれない異物は人手による除去が必要

調査施設の概要

育林→

素材（丸太）

素材（丸太）→

製材

素材→

合板、チップ

表2 木材関連施設への実態調査(本研究で新たに実施)

名称 プロセス プロセス内の課題 環境負荷削減技術

A森林

組合

植林→素材

（丸太）

・葉がらし乾燥は時間がかか

る

・林地残材活用はコスト面で採

算が合わない

・植林が継続的に行われてお

らず、安定的な供給が出来な

い恐れ

・間伐が適正に行われておら

ず、利用価値が低い曲がり材

が増加

・葉枯らし乾燥による乾燥プロセ

スの省エネルギー化

・林地残材を山から下ろせば、製

品や燃料として活用可

B製材

工場

素材→製材

・木くずボイラーは有人稼働

が条件

・木くずボイラーによって乾燥し、

重油消費を削減

C合板

工場

素材→

合板、LVL

・丸太をかつらむきして単板

を製造する過程で、かつらむ

きしきれない芯材が発生

・木くずボイラーの利用(工場内で

発生した木くずのみで24時間稼

働)

・歩留まりの向上(技術的に可能)

・芯材をパルプ、ボード、MDFとし

てMR。太く残して土木用杭として

活用する事例もある。

D処理

工場

木くず→

チップ→

パーティクル

ボード

・異物混入による再生製品の

品質低下

・行きはトラックに製品を積ん

でいるが、帰りは空のことが

多く、必要以上の輸送負荷が

発生

・高品位な木くずを受入対象

・木くずの熱利用、機械からの排

熱利用



を利用しており、約 4%負荷を削減していた。

また、統計データを用いて作成された平均的

なデータ(IDEA)と比較すると、約 39%小さか

った。その原因は、D 処理工場では既に乾燥

された廃木材を原料としており、新規材から

製造するよりも乾燥負荷が小さいためであ

る。また、内訳では接着剤製造負荷が約 70%

を占めており、接着剤の製造負荷削減など、

上流まで遡った負荷削減対策が重要である。 

 

④固定量に関するケーススタディ 

 本研究で提案した評価手法をもとに、固定

量に関するケーススタディを実施した。 

・現状分析 

2000、2005、2010 年の各年に建築で利用さ

れた木材のライフサイクルを表 3に示すよう

な条件を想定し、その炭素固定量を評価した。

伐期齢は各都道府県の森林計画書を基に設

定した。また、耐用年数は木造を 35 年、非

木造を 30 年、再資源化製品を 20 年とし、建

材の 50%が再資源化されるものとした。 

図 8を見ると、評価におけるベースの考え

方にもよるが、山側（成長時）で固定してき

た分以上に建築側で固定することを最低条

件と考えた場合、本想定条件下では、いずれ

の年次においても山側での固定分以上に建

築側で固定できていることになる。 

年次変化をみると、近年の木材利用量の減

少に伴って、固定量も全体的に減少傾向にあ

った。一方、内訳の変化は殆どなかった。構

造別では木造住宅が約 6割、材種別では製材

が約 6割と大きな割合を占めた。このことか

ら、建築設計者の立場からすると、これらの

利用促進や長寿命化を行うことが固定効果

を増大させるために効果的である。また、再

資源化の占める割合が約 2割と大きく、MR を

中心とした再資源化促進も重要である。 

・政策などの実施時における効果の試算 

 木造化促進、再資源化促進、長寿命化を行

った際の効果を試算した。表 4に設定条件を

示す。図 9には各ケース実施時における固定

量を、図 10 には建物製造による CO2 排出量

を耐用年数で除した結果を示す。 

現状に対して全建築の木造化は約 34%、住

宅のみの木造化は約 14%、建築側の固定量が

増加していた。内訳では木造住宅が約 6~7 割

を占めていた。CO2 排出量は現状に対して約

2~3 割少なく、木造化することによって CO2

排出量は増加しないことが確認できた。 

再資源化促進時の建築側の固定量は、現状

に対して約 23%増加した。内訳では再資源化

が約 37%を占めており、再資源化促進による

効果は大きいと指摘できる。CO2 排出量も再

資源化による代替効果によって減少した。 

 長寿命化時は建築側の固定量が約 48%増加

した。内訳では木造住宅の占める割合が最も

大きく、約 64%であった。CO2 排出量は現状

図7 D処理工場のCO2排出量分析
[kg-CO2/kg]

積算値 メラミン系接着剤 フェノール系接着剤

ユリア系接着剤 電力 都市ガス 代替効果

0 0.2 0.4 0.6 0.8

D処理工場

IDEA

木くず熱利用

による削減効果

表3 現状の固定評価設定条件

項目 設定条件

評価範囲

1年間に建築物に利用された木材の植林から解体リサイクル

までの固定効果

伐期齢

あかまつ・くろまつ・すぎ・外材40年、ひのき45年、カラマツ35

年

えぞまつ・とどまつ55年、その他50年、広葉樹25年

耐用年数 木造建築35年、非木造建築30年

リサイクル率 解体材の50％をマテリアルリサイクル

表4 ケーススタディの設定条件

設定条件

2010年の固定効果

「耐火時間による階数制限」に基づき、全建築の上層4階を木造化

「耐火時間による階数制限」に基づき、全住宅の上層4階を木造化

木くずを100%マテリアルリサイクル

全建築物の耐用年数(躯体部分)を+20年長寿命化+20年

再資源化促進

名称

現状(2010年)

木造化(全建築)

木造化(住宅のみ)



に対して約 37%の削減効果があり、長寿命化

による負荷削減効果も大変大きかった。 

 

(4) 現状の森林資源量から見た建築におけ

る利用可能性 

森林総研の検討では、年間 5000 万 m3 程度

の素材が供給可能としている。一方、2010 年

の製材使用量は 918 万 ton（歩留り 0.5 とす

ると丸太換算 3672 万 m3）、合板は 126 万 ton

（歩留り 0.6 とすると 420 万 m3）、チップは

100 万 ton（丸太換算で 200 万 m3）となり、

国産材のみでも十分に賄える計算となった。 

環境負荷の観点では、輸入材と国産材の環

境負荷を比較した場合、必ずしもどちらが大

きくなるというわけではなく、製造プロセス

での燃料利用状況、輸送手段などでて大小関

係が異なる可能性もある。こうした状況を十

分考慮し、利活用方法を検討すべきである。 

 

(5) まとめ 

 環境面に着眼し、建築を中心とした木材の

利活用方法を検討した。はじめに、木材に関

わるマテリアルフロー・炭素フローを年別

（2000、2005、2010 年）に構築した。これを

もとに、木材ライフサイクルにおける CO2 排

出量および環境影響評価を行って、製材・合

板・建設用木製品などのプロセスで発生割合

が大きく、中でもエネルギー消費に伴う負荷

が大きいことを示した。また、それぞれのプ

ロセスにおいて実態調査を行い、環境負荷削

減技術や課題を整理した。更に、本研究で提

案した炭素固定評価手法を用いて、現状評価

およびケーススタディを行った。その結果、

建築設計者の立場からは、木材使用量の増加、

長寿命化、解体後の再資源化による効果が大

きいことが明らかになった。 
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